
 貸  借  対  照  表 

(2018 年 12 月 31 日現在) 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
電 子 記 録 債 権 
売 掛 金 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
関 係 会 社 預 け 金 
未 収 入 金 
未 収 消 費 税 等 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
  有 形 固 定 資 産 

建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

  無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 

  投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
⾧ 期 貸 付 金 
⾧ 期 前 払 費 用 
差 入 保 証 金 
前 払 年 金 費 用 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

26,727 
242 

1,910 
1,493 
5,147 
2,238 

377 
733 

14,255 
79 

110 
108 
31 

△1 
16,927 
14,960 
2,991 

293 
2,980 

3 
491 

6,884 
119 

1,196 
75 
65 
9 

1,891 
521 
590 
349 
41 

137 
238 
18 

△5 

流 動 負 債 
買 掛 金 
前 受 金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
預 り 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
預 り 保 証 金 
そ の 他 

 
 

5,563 
3,350 

13 
47 

1,642 
260 
178 
68 
3 

1,837 
81 

650 
1,101 

3 
 
 

負 債 合 計 7,400 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 
  その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 
 利 益 準 備 金 
  そ の他 利 益 剰 余 金 
   圧縮記帳積立金 
  別 途 積 立 金 
   繰越利益剰余金 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 

 

 

36,086 
4,220 
4,242 
3,542 

699 
27,624 

397 
27,227 
1,254 

16,400 
9,572 

167 
167 

 

 

 

純 資 産 合 計 36,254 

  資 産 合 計 43,655 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,655 
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 損  益  計  算  書 

2018 年 1 月 1 日 から 

2018 年 12 月 31 日 まで 

（単位：百万円）   

科  目 金  額 

売上高 

売上原価  

売上総利益 

販売費及び一般管理費  

営業利益 

営業外収益 

受取利息及び配当金 

雑収入 

営業外費用 

支払利息 

雑損失 

経常利益 

特別利益 

固定資産売却益 

補助金収入 

特別損失  

固定資産除売却損 

税引前当期純利益  

法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額  

当期純利益 

 

 

 

 

 

 

49 

61 

27,190 

19,353 

7,836 

6,387 

1,448 

 

 

111 

 

 

102 

 

13 

89 

 

 

4 

2 

1,457 

 

 

7 

 

10 

 

10 

 

413 

△20 

1,453 

 

392 

 1,061 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 有価証券の評価基準および評価方法 

関係会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 
決算期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

 

 
2. たな卸資産の評価基準および評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

主として移動平均法による原価法 
 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

 

 
3. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（ﾘｰｽ資産を除く） 

  定額法  
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

   建物          ３～50 年 

   機械及び装置      ２～19 年 
   工具、器具及び備品   ２～20 年 

無形固定資産（ﾘｰｽ資産を除く） 

定額法 
なお、ｿﾌﾄｳｴｱ（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法 

所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 
ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

 
4. 引当金の計上方法 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 
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退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発生していると認められる退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 
年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を下回る

場合には、当該差異を退職給付引当金として計上し、上回る場合には当該超過額を前払年
金費用として計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数 （10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理しております。 

過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)に
よる定額法により費用処理しております。 

 
5. 消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
（貸借対照表に関する注記） 
1. 有形固定資産の減価償却累計額               33,363 百万円 
 
2. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務  

短期金銭債権                             14,267 百万円 
短期金銭債務                                236 百万円 

 
（損益計算書に関する注記） 
1. 関係会社との取引高 

営業取引 
仕入高 1,439 百万円 

営業取引以外の取引高 31 百万円 
 
（税効果会計に関する注記） 
1．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
未払法人事業税                 22 百万円 
棚卸資産評価減                 36 百万円 
賞与時法定福利費会社負担分     17 百万円 
貸倒引当金                      2 百万円 
投資有価証券評価損             67 百万円 
その他                         44 百万円 

繰延税金資産小計            191 百万円 
評価性引当額                   △65 百万円 

繰延税金資産合計            126 百万円 
繰延税金負債 

前払年金費用         △72 百万円 
固定資産圧縮積立金     △549 百万円 
その他有価証券評価差額金     △45 百万円 

繰延税金負債合計          △668 百万円 
繰延税金資産の純額            △541 百万円 
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（金融商品に関する注記） 

1．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 
当社の資金運用は、親会社のｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽにて実施しております。設備投資等の資金は

自己資金にて対応しております。尚、ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引は行っておりません。 

(2)金融商品の内容およびﾘｽｸならびにﾘｽｸ管理体制 
営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用ﾘｽｸに晒されております。当該ﾘｽｸに関し

ては、当社の与信管理規程に則り、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うと共に、信用状

況を定期的に把握する体制としています。 
投資有価証券である株式は、市場価格の変動ﾘｽｸに晒されていますが、それらは業務上の関係を

有する企業の株式がほとんどであり、四半期ごとに時価の把握を行っております。 

営業債務である買掛金および未払金は、１年以内の支払期日です。これらは、流動性ﾘｽｸに晒さ
れておりますが、月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しております。 

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算出さ
れた価額が含まれております。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 
2018 年 12 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりです。なお、投資有価証券で時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれていません。（（注２）参照） 
 貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 
(1)現金および預金 
(2)受取手形 
(3)売掛金 
(4)関係会社預け金 
(5)投資有価証券 
   その他有価証券 

242 
3,404 
5,147 

14,255 
 

450 

242 
3,404 
5,147 

14,255 
 

450 

− 
− 
− 
− 

 
− 

資産計 23,499 23,499 − 
(1) 買掛金 
(2) 未払金 

3,350 
1,642 

3,350 
1,642 

− 
− 

負債計 4,992 4,992 − 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金および預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)関係会社預け金 
  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

(5)投資有価証券 その他有価証券 
 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
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負債 

(1)買掛金、(2)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額(百万円) 
非上場株式 661 

 

 これらについては、市場価格がなく、かつ、将来ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰを見積もるには過大なｺｽﾄを要

すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ
るため、「資産（5）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

(注３)金銭債権の決算日後の償還予定額 

区分 1 年以内(百万円) 
現金および預金 

受取手形 

売掛金 

関係会社預け金 

242 

3,404 

5,147 

14,255 

 
（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社 
   （単位：百万円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の 
被所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（注２） 

科目 
期末 
残高 

親会社 東亞合成㈱ 直接 100.0％ 資金の預託 
 

資金の預託(純額)（注 1）   
受取利息 

△2,083 
30 

関係会社 
預け金 

14,225 

取引条件および取引条件の決定方針等 
（注1） 関係会社預け金は、同社ならびにその関係会社各社の資金を一元化して効率活用することを目的とする「ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰ

ﾋﾞｽ」により、同社へ預託した随時引出可能な資金であります。受取利息の金利については、市場の実質金利を考慮の上決
定しております。 

（注2） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 
 ２．兄弟会社等 

   （単位：百万円） 

属性 会社等の名称 
資本金 
又は 

出資金 

議決権等の 
被所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 

(注２) 
科目 

期末 
残高 

親会社の

子会社 

㈱TG ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 無 無 製品の販売 建材製品の販売 
(注１) 

1,443 売掛金 556 

親会社の

子会社 

Toagosei 

(Thailand) Co., Ltd. 
145(百万

THB) 
無 増資の引受 増資の引受 

(注３) 
504 − ― 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注1） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。 

（注2） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（注3） 当社が Toagosei (Thailand) Co., Ltd.に対して１株につき 100THB で出資したものです。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

1.１株当たり純資産額    906 円 44 銭 

2.１株当たり当期純利益    26 円 55 銭   

 


